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【財務金融委員会】 

○○金融商品取引法等の一部を改正する法律案（第211回国会閣法第56号）（参

議院送付）要旨 

本案は、我が国の金融及び資本市場をめぐる環境変化に対応し、金融サービ

スの顧客等の利便の向上及び保護を図るため、所要の改正を行うもので、その

主な内容は次のとおりである。 

一 金融サービスの提供等に係る業務を行う者に対し、顧客等の最善の利益を

勘案しつつ、顧客等に対して誠実かつ公正に業務を遂行すべき義務の規定を

整備すること。 

二 国民の安定的な資産形成の支援に関する施策の総合的な推進に関する基本

的な方針を策定するとともに、国民の金融リテラシー向上等に向けた金融経

済教育推進機構を創設すること。 

三 金融商品取引業者等による契約締結前等における顧客等への情報提供につ

いて、デジタル技術の活用や、顧客の知識・経験等に応じた説明義務に関す

る規定を整備すること。 

四 企業開示制度について、法令上の四半期報告書制度を廃止すること。 

五 この法律は、別段の定めがあるものを除き、公布の日から起算して１年を

超えない範囲内において政令で定める日から施行すること。 

 

○情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための社債、株式等の振替に

関する法律等の一部を改正する法律案（第211回国会閣法第57号）（参議院

送付）要旨 

本案は、近年の情報通信技術の進展及び投資者の多様化をはじめとする資本

市場を取り巻く環境の変化に対応し、資本市場の効率化及び活性化を図るため、

所要の改正を行うもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 特別法人出資証券をデジタル化するための振替制度の整備を行うこと。 

二 スタートアップ企業等の上場日程の期間短縮を図るため、振替制度におけ

る手続期間の見直しを行うこと。 

三 この法律は、別段の定めがあるものを除き、公布の日から起算して１年を

超えない範囲内において政令で定める日から施行すること。 

 


